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概要 

膨大な地域情報から、注目キーワード等を抽出するデータマイニング技術の応用開発を行っている。必要な地域情報を

定期的に取り込み（クローリング）、それらのデータベースから、重要なキーワードを抽出し、さらに、コンテンツの自

動選択を可能とするシステムを構築し実験・検証を行っている。具体的には観光情報は地域のSNSをクローリングし、観

光情報DB内に蓄積し、防災情報は公共情報コモンズから定期的に地域情報を収集し、防災情報DBに蓄積している。また、

これらの研究成果を応用し、地域の観光情報と防災情報をワンストップで提示できる地域ワンストップポータルを構築し

た。さらに、放送通信連携型の情報配信システムを構築し地域で配信実証実験を行った。 

１．まえがき
観光庁では、「観光地域づくりプラットフォーム」の必

要性を取りまとめ、その資料を公開している。旅行ニーズ

の変化に対応し、集客交流事業を展開するためには、着地

側において地域の多様な関係者が横断的・実質的に連携し、

地域資源を活用し、その地域ならではの商品・サービス（着

地型力商品）の提供を行うなど、着地型観光の展開が必要

となる。このため、着地側において、ワンストップ窓口と

なって着地型旅行情報等の提供を横断的に行うことが可

能となる観光地域づくりプラットフォームが必要である

としている。防災関連情報に関しては、それぞれ多様なメ

ディア、データフォーマットによって配信されるため、統

一的に扱えないという課題がある。加えて、そのようなメ

ディア変換、フォーマット変換を人手で行うため、リアル

タイムに情報配信できていないというのが現状であり、即

時配信可能なシステム構築が望まれている。また、東日本

大震災の際の経験によると、放送やネットによる多様なコ

ミュニケーション手段を選択可能とするシステムが望ま

しいことが分かっている。

２．研究開発内容及び成果 
観光・防災情報を必要な人にタイムリーに配信するため、

地域情報プラットフォームを構築する。ここでは地域情報

を、蓄積・分析し、ユーザが求める情報を自動生成・編成

するためのデータマイニング、コンテンツ理解技術、抽出

技術等の開発を行い、配信実験によって有効性を確認する。

また、その上に、放送・通信メディアの連携可能な観光防

災情報配信システムシステム構築を行う。配信コンテンツ

は放送・通信を有機的に連携させ、視聴者利用データの分

析に応じて番組の編成を最適化することとする。また、災

害時の放送・通信の利用可能性を考慮した自律型防災速報

システムを開発し、検証することが目標である。

（１）構築したシステムの構成

図 1 に本システムの全体構成を示す。図 1 の上部に示

す部分が、地域情報プラットフォームに該当する部分であ

る。また図 2 下部の部分が情報配信システムに該当する。 

図 1 システム構成図 
諏訪観光情報 DB では、諏訪等の地域の情報発信者のホ

ームページやブログなどをクローリングし、そこで検出さ

れたキーワードを頻度順に重みづけしデータベース内に

蓄積している。また地域防災情報 DB では、公共情報コモ
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ンズに定期的にポーリングを行いコモンズの最新情報を

蓄積するのみならず、地域の集中豪雨情報などの検知を行

う。観光・防災ポータルサイトにタイムリーに防災情報を

通知するため、防災情報 DB から観光情報 DB に対して防

災情報を通知し、ポータルサイト内で防災関連の警報情報

を遅滞なく提示するようにしている。

（２）地域情報プラットフォーム

オフィッシャルな地域情報サイトのみではなく、個人サ

イト、ブログ、ＳＮＳなどの情報も一元的に管理できるプ

ラットフォームを構築した。このようなワンストップポー

タルサイトを実現することにより、ユーザ（観光客）は様々

なサイトをサーチする必要がなく一つのポータルから、ほ

しい情報にたどりつくことができる。

図 2 地域情報ワンストップポータル 
現在ある各観光協会、各温泉組合、観光事業者、催事実

行委員会等の様々な観光サイトを諏訪東京理科大学内に

構築した。キーワード等を検索するためクローリングプロ

グラムを利用し、諏訪地方に関係するＷｅｂサイトのデー

タを取り込み、分析を行っている。その結果を図 2 に示す、

地域情報ワンストップポータルにおいて提示している。

（３）防災速報システム

自律型防災速報システムの開発にあたって、「公共情報

コモンズ」を活用することとした。情報発信者は中央官庁、

地方自治体、ライフライン事業者、交通関連事業者などが

参加している。情報伝達者としての加入者は地方放送局、

CATV、AM/FM ラジオ、コミュニティーFM が大多数で

ある。標準化データ形式として使われている XML フォー

マットは警報、災害情報から平時情報まで様々な状況下で

多種多様な情報を表現するための汎用フォーマットであ

ある。公共情報コモンズで流通している本番情報としては、

避難勧告・指示、避難所情報、被害情報等が流通している。

ワンセグ防災放送ネット経由詳細情報

ネットを
選択 ワンセグ

を選択

警報時防災アプリ自動起動

図 3 通信放送連携型防災警報の動作時画面 
また、図 3 に示すように、災害時あるいは警報発生時に

は、防災情報 DB の情報が更新されることによる発生する

イベントをスマートフォンの常駐アプリケーションが検

知し、防災アプリが起動される。災害時においては、ネッ

トと放送波の両者がともに生きているとは限らないため、

防災アプリでは、ネットでの情報収集か、ワンセグ放送で

の情報収集かを選択できるようにしている。ワンセグが選

択されると、ワンセグ機能が自動起動され、防災放送のチ

ャネルが選択され、即刻防災放送等の番組を見ることがで

きる機能を実装した。

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

2013 年 8 月より本研究の実験を開始し，好評であった

ため，2014 年 4 月より，茅野駅に隣接する商業施設ベル

ビアへ茅野市によって本システムが導入された。また、こ

れを茅野市の観光・防災に役立てるため平成２６年度に茅

野市地域情報推進課と共同研究契約を締結した。また、放

送だけではなく、通信（ネット）と連携した配信システム

に対する期待度は高い。特に地域の自治体においては、平

時に、地域に特化したタイムリーな観光情報と、災害時の

リアルタイムの防災情報を配信することはプライオリテ

ィーが高いと考えられる。しかしながら、高額な設備や高

度な番組編成作業を行う人材を別途手配する事は財政上

も困難で、できる限り安価なシステムで自動編成可能なシ

ステムを構築する事が要望されている。今回の研究成果を

適用することにより、通信放送融合した自律型情報配信シ

ステムが開発することにより、全国の多くの自治体に採用

され、水平展開されることが期待できる。 

４．むすび 

SCOPE による支援によって以上のような成果に結び付

ける事が出来た。今後はこの成果をさらに発展させ、具体

的なシステム構築やサービス提供を行うことにより、地域

にこの成果を還元させていく予定である。 
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【本研究開発課題を掲載したホームページ】 

URL: http://scopeweb.si.suwa.tus.ac.jp/kankou/ 
掲載情報の概要：今回開発した地域情報ポータルサイト 

公表日（平成25年8月） 
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